
 

違反是正事例（事例３－８）  
 

テーマ     < 違反処理中に名宛人が変更した遡及対象物に対する違反処理 平成 21 年 > 

                              （命令・16項イ） 

● 違反処理の途中に名宛人が変更し、新所有者から期間猶予の申出や質問調書 

の訂正を求められた違反処理事例 

 

 

防火対象物の概要 

（1） 用   途  複合用途防火対象物（16）項イ 

（2） 構造・規模  耐火造 地上３階 

            建築面積 218.77㎡  延べ面積 635.62㎡ 

（3） 収 容 人 員  45名 

（4） 消防用設備等  消火器 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１．違反処理の概要 

(1) 建築当時（昭和52年 11月５日）の状況・(16)項ロ 

①  建物所有者：Ａ商事株式会社 代表取締役 Ｂ 

② 管理権原者：１階 倉庫Ｃ（個人） ２階 Ｄ有限会社代表取締役Ｅ 

          ３階  Ｂの個人住居 

昭和 53 年５月 23 日から平成 12 年６月 18 日までに計 12 回の立入検査を実施。不備事

項なし。 

(2) 平成14年６月27日 立入検査時の状況 （16）項イ 

① 建物所有者：Ａ商事株式会社 代表取締役 Ｂ 

       ② 占 有 者：１階 物品販売店舗Ｈ（個人） ２階 Ｉ有限会社代表取締役Ｊ 

３階 Ｂの個人住居 

(16）項イに用途変更されていることを確認したため、Ａ商事株式会社代表取締役Ｂあて

に次の違反項目について立入検査結果通知書を交付した。 

① 防火管理者未選任・未届出（消防法第８条第１項・第２項）  

② 消防計画未作成・未届出（消防法第８条第１項） 

 

住 宅  

 事務所  

 店 舗  

塔屋 

３階 

２階 

１階 

屋内階段 屋外階段 

8.36 ㎡ 

200.02 ㎡ 

213.62 ㎡ 

213.62 ㎡ 

平成14年立入検査時（16）項イ 



 

③ 誘導灯未設置（消防法第17条第１項） 

 (3) 平成15年９月９日 立入検査実施 

    前回の不備事項が改修されていない事実を確認し、Ａ商事株式会社代表取締役Ｂあて

に前回と同様の項目について立入検査結果通知書を交付した。 

なお、消防法施行令改正に伴い自動火災報知設備が必要となった対象物であることか

ら、平成 17 年 10 月１日までに建物全体に自動火災報知設備を設置するようＡ商事株式

会社代表取締役Ｂあて事前通知を行った。 

(4) 平成17年12月14日 立入検査実施 

自動火災報知設備が設置されていないこと及び前回の不備事項が改修されていない事

実を確認したため、Ａ商事株式会社代表取締役Ｂあてに次の項目について立入検査結果

通知書を交付し、改修（計画）報告書の提出を求めたが、その後も改修計画書の提出はな

かった。 

① 防火管理者未選任・未届出（消防法第８条第１項・第２項） 

② 消防計画未作成・未届出（消防法第８条第１項） 

③ 自動火災報知設備未設置（消防法第17条第１項） 

④ 誘導灯未設置（消防法第17条第１項） 

(5) 平成18年11月８日 立入検査実施 

    前回の不備事項が改修されていない事実を確認したため、Ａ商事株式会社代表取締役

Ｂあてに前回（17年）と同様の違反項目について立入検査結果通知書を交付し、改修（計

画）報告書の提出を求めたが、改修（計画）報告書の提出はなかった。 

(6) 平成20年２月25日 立入検査実施 

前回の不備事項が改修されていない事実を確認したため、Ａ商事株式会社代表取締役

Ｂあて前回(18年)と同様の違反項目について立入検査結果通知書を交付し、改修（計画）

報告書の提出を求めたが、改修（計画）報告書の提出はなかった。 

(7) 平成20年４月18日、改修（計画）報告書が提出されないことから、是正意思を確認す 

るため、Ａ商事株式会社代表取締役Ｂに任意出頭を求め質問聴取を行ったが、是正する意

思はみせなかった。 

(8) 平成20年４月23日、上記(4)の不備事項について、Ａ商事株式会社代表取締役Ｂに警 

告書を交付した。自動火災報知設備の設置期限を平成20年７月31日までとした。 

(9) 平成20年８月４日、警告事項が履行されないため命令書の交付準備をしていたところ、 

Ａ商事株式会社代表取締役Ｂから建物をＦ商事株式会社代表取締役Ｇに売却したとの電 

話連絡があった。 

(10) 平成20年８月５日 立入検査（改修報告提出期限：８月29日） 

Ｆ商事株式会社代表取締役Ｇあて、上記(4)の違反事項の項目について、立入検査結果

通知書を交付（用途の変更なし）し、改修（計画）報告書の提出を求めた。 

① 建物所有者：Ｆ商事株式会社 代表取締役 Ｇ 

① 占 有 者：１階 店舗Ｈ（個人）  ２階 Ｉ有限会社代表取締役Ｊ 

② ３階 Ｇの個人住居 

  



 

(11) 平成20年９月８日、改修（計画）報告書の提出がないことから、Ｆ商事株式会社代表

取締役Ｇに任意出頭を求め、質問聴取を行った。この際、Ｆ商事株式会社代表取締役Ｇ

は、次のとおり述べた。 

 

   質問調書概要 

  １，自動火災報知設備及び誘導灯の設置が必要であることは前所有者からは聞いてお 

らず、平成20年８月５日の立入検査時に初めて知った。 

    ２，自動火災報知設備の設置について、法令改正に伴う施行日から経過措置が２年あ 

ったのだから、平成22年８月末まで設置を待ってほしい。 

     

作成した質問調書をＧに読み聞かせしたところ、訂正の申し立てがあったため訂正を行

ったところ、「手書きの訂正はいやだ。パソコンで作成しているので、訂正後のものを打ち

出してほしい。そうしてくれなければ、署名もしないし印鑑も押さない。」と述べたため、

訂正後の質問調書を打ち出し、再度読み聞かせた。 

すると、再度訂正の申し立てがあったため、パソコンで再修正したものを打ち出し、読 

み聞かせ、署名押印した。 

(12) 平成20年９月16日 警告書交付 （履行期限：平成20年11月30日） 

  ア Ｆ商事株式会社代表取締役Ｇに改修の意思が認められず、また、合理的な違反処理を 

留保する理由がないこと。 

   イ 本建物は、自動火災報知設備の設置が必要となってから、３年が経過しようとしてい 

ること。 

   ウ 前所有者に対し警告を行っており、命令の発動準備中に所有者が変更となったこと。 

   以上のことから、即時に違反処理を行う必要があることから、Ｆ商事株式会社代表取 

締役Ｇを名宛人とし、次の不備事項について警告書を交付した。 

      ① 自動火災報知設備未設置（消防法第17条第１項） 

    ② 誘導灯未設置（消防法第17条第１項） 

      ③ 防火管理者未選任未届出（消防法第８条第１項・第２項） 

④ 消防計画未作成未届出（消防法第８条第１項） 

(13) 平成20年 12月 10日、警告事項が履行されないため命令書の交付の準備をしていたと

ころ、Ｆ商事株式会社代表取締役Ｇから改修（計画）報告書（自動火災報知設備及び誘導

灯の改修予定日：平成21年２月末日）が提出されたため、命令書の交付を留保した。 

(14) 平成21年１月20日、防火管理者選任届出書、消防計画作成届出書が届出された。 

 

２．違反処理の完結 

  平成21年２月20日 自動火災報知設備及び誘導灯の完成検査実施し、違反処理は完結し 

 た。 

 

 

 



 

 

 

 

(事例３－８) グループ検討 
テーマ        < 違反処理中に名宛人が変更した遡及対象物に対する違反処理 > 

 

 

１．違反処理への移行時期について 

  本事例は、昭和 53 年から平成 12 年まで立入検査では、違反指摘事項はありませんでした

が、平成 14 年の用途変更に伴い自動火災報知設備の遡及対象となった建物です。 

当該対象物に対する平成14年から平成20年２月までの改修指導経過について検討してく

ださい。 

 

２．違反対象物の名宛人の変更について 

  本事例は、建物の売却により違反是正指導途中に名宛人が変更となりました。 

立入検査、違反処理による関係者への違反是正指導途中に名宛人が変更した場合の対応に

ついて本事例を参考に検討してください。 

 

３．質問調書の作成について 

  質問聴取にあたり、聴取内容や留意事項について、違反処理標準マニュアル等を参考に意

見交換してください。 

  また、質問聴取の際の具体的な実施方法、本事案のように訂正を求められた場合の対応等

について検討してください。 

   

４．命令の留保について 

  本事案は、警告書の履行期限を約２か月としましたが、履行期限経過後に提出された改修

(計画)報告書を受けて命令への移行を留保したことについて検討してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アドバイザーが付加提示した課題及びその他グループで意見が出た内容の検討 


